
















































































































































































































































































































































































































































ただし 、 であり、 および である。内
生変数は、地方政府サービス量 、地方政府数（分割数） である。外生変数は、統轄係数
のうちの基礎統轄度 および限界統轄度 、望ましい政府サービス総量 、
単位距離あたり情報活動費用（交通・通信費用） 、中央政府の固定費 と限界費用 、
地方政府の固定費 と限界費用 である。
の最適解 を求める。ラグランジェ関数 を、地方政府サービス量 、地方
政府数 、ラグランジェ乗数 で偏微分し、1階の条件を導出する。
となる。以上から、以下のように整理できる。
























































































































































































注）領域 の右下の符号は、各領域の と の符号




また、直線 は基礎統轄度 が変化するとき、 がピーク となる点 の集合であ
り、曲線 は限界統轄度の変化による がピーク となる点 の集合である。これら
の導出の詳細については、APPENDIX２および３で説明する。




















































































APPENDIX ２ 基礎統轄度 が減少 する場合
中央･地方政府の権限に関する第１の指標である基礎統轄度 が減少する場合 の地
方政府数（分割数）の変化を議論する。
領域 内の の変域は、 が一定のとき、図４の の範
囲にある。 は の逆関数である。
から を求め、 方向の断面における極値 を求める。
上の式は が極値をとるときの と の関係を示す直線 （図４参照）であり、傾
き 、切片 である。この曲線 が出現するのは、 切片が の
ときである。
、 、かつ より、符号は常に負である。基礎統轄度 の変化に対し、
が一定のとき、 は、曲線 上でピークとし、 の領域では （領域 （
はすべて）（図４参照）とする）となり、 の領域では （領域 ）となる。
APPENDIX 3 限界統轄度 が減少する 場合
中央･地方政府の権限に関する第２の指標である限界統轄度 が減少 する場合の地
方政府数（分割数）の変化について検討する。







第２項部分が常に負となるので、 の変化によらず、 から常に （領域





を満たす領域である。このとき、 となる（領域 （図４参照）のうち、 の部
分）。
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Comparative-Static Analyses of Authority Allocation between
Central and Local Governments; Reform of Local Governments
from Prefecture Governments to State Governments
Toshiaki TAKITA
The purpose of this paper is to make comparative-static analyses to classify the pattern of govern-
ment system according to the development of telecommunication and transportation and other social
changes.
First, this paper proposes a spatial economic model of central and local government system. This
model can decide the optimal amount of one central and local government services, and the optimal
location and number of local governments. This spatial economic model can express administrative
principle, that is, one of the principles in the central place theory of Christaller（1933）. Second, we
make comparative static analyses about the changes in government system. Finally, we can classify the
pattern of government system depending various social changes.
中央・地方政府間の業務の分担関係と立地に関する比較静学分析
―都道府県制から道州制への改革は望ましいか― ――田北
